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介護保険料は基準額をもとに決められます

基準額とは、各所得段階によって介護保険料を決める基準となる金額の
ことです。保険料は本人と世帯の課税状況や所得に応じて段階的に決め
られています。

■町の介護保険料（平成30年度～）

※第1段階の（　　）内は軽減前の保険料の負担割合と金額です。

基準額

（年額）

町で介護保険

の給付に

係る費用
＝ × ÷

65歳以上

の方の

負担分（23％）

町の65歳以上

の人数

所得段階 保険料割合 判定基準 年額保険料

第 1段階
基準額×0．45

（0．5）

生活保護受給者、世帯全員が住民税非課税で老齢福祉年金
受給者
世帯全員が住民税非課税で前年の合計所得金額と課税年金
収入額の合計が80万円以下の方

25,300円
（28,200円）

第 2段階 基準額×0．75
世帯全員が住民税非課税で前年の合計所得金額と課税年金
収入額の合計が80万円超120万円以下の方

42,300円

第 3段階 基準額×0．75 世帯全員が住民税非課税で第2段階以外の方 42,300円

第 4段階 基準額×0．9
世帯に課税者がおり本人は住民税非課税で前年の合計所得
金額と課税年金収入額の合計が80万円以下の方

50,700円

第 5段階 基準額 世帯に課税者がおり本人は非課税 56,400円

第 6段階 基準額×1．2 本人が住民税課税で前年の合計所得金額が120万円未満の方 67,600円

第 7段階 基準額×1．3 本人が住民税課税で前年の合計所得金額が200万円未満の方 73,300円

第 8段階 基準額×1．5 本人が住民税課税で前年の合計所得金額が300万円未満の方 84,600円

第 9段階 基準額×1．7 本人が住民税課税で前年の合計所得金額が500万円未満の方 95,800円

第10段階 基準額×1．8
本人が住民税課税で前年の合計所得金額が1，000万円未満
の方

101,500円

第11段階 基準額×1．9 本人が住民税課税で前年の合計所得金額が1，000万円以上の方 107,100円
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